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労働紛争解決法、労働組合法、国籍法の改正 

 

2018年 3月 20日 

One Asia Lawyers ラオス事務所 

藪本 雄登 

内野 里美 

１．労働紛争解決に関する首相令が 4月より施行 

これまで、ラオスにおいて労働紛争解決について規定してきたのは、

労働法及び民事訴訟法であったが、2018 年 3 月 14 日、労働紛争解決に

関する首相令が公布され、官報掲載 15 日後に施行される。同首相令は、

労働紛争の種類、解決方法（和解、行政手続きによる解決、労働紛争解

決委員会による解決、裁判による裁定及び国際的協定、合意に基づく解

決）、紛争解決中の退職又は操業停止及び罰則規定についてより詳細に

定めている。和解においては、団体交渉（労働者の半数以上の参加）及

び労働協約についても言及されている。 

２．労働組合法の改正 

 2018 年 3 月 12 日に改正労働組合法が公布された。改正前の労働組合法（2007 年）には、

事業体における組合の設立について規定されていなかったが、改定後は、労働法第 166 条

に規定されているとおり、10 名以上の労働者がいる場合は、労働組合を設置すること又は

労働者の代表を選出することが規定された。また、労働者の代表者の権限と責務に関する条

文が新たに追加された。 

３．ラオス国籍法の改正 

   ラオス国籍に関する法律が 2017 年 12 月 11 日、約 14年ぶりに改正され、2018 年 4 月

から施行が見込まれている。今回の改正では、「外国人1によるラオス国籍の取得に関する

ラオス政府の方針（同法第 4 条）」及び「外国人のラオス国籍取得手続きに関する規定（同

法第 20 条）」が注目される。また、同法第 4 条では、ラオスの発展に大きく貢献し、国を

守る責務を果たした外国人には、優先的にラオス国籍が認められることが規定されている。 

 

                                                           
1 「外国人」とは、ラオス法上、以下の通り分類、定義されます。 

外国人１：ラオス国籍以外の国籍を保有し、ある任務のため、契約に基づき、又は期限付きで、一時的ないし長期的に滞在し

ている人。外務省又は関連する機関の管理下にある。 

外国人２：ラオス国籍以外の国籍を保有し、ラオス国内に居を構えて長期的に暮らしている人。自国の政府も彼らの存在を承

認している。 

外国人３：ラオス領土内に暮らしている国籍を持たない人。ラオス国民でもなく、自分自身がどこの国のものとも言えない。

居留外国人と無国籍外国人は治安維持省又は関連する機関の管理下にある。 
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「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 各国の法律に関するアドバイスを、シーム

レスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で

最初の ASEAN法務特化型の法律事務所です。 

当事務所メンバーは、日本および ASEAN各国の法律実務に精通した専門家で構成されて

います。日本および ASEAN各国にオフィス・メンバーファームを構えることにより、日本

を含めた各オフィスから ASEAN各国の法律を一括して提供できる体制を整えることに注力

しております。 

本記事に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal 
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